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企業会計は､企業の一定時点における財政状態
および一定期間における経営成績を明らかにし､
投資家､債権者､顧客などの各種利害関係者にとっ
て有用な情報を提供している｡企業会計は､主と
して財務報告を目的としており､その財務報告は
財務諸表を介して行われる｡利害関係者は､企業
の財務諸表に基づいてその企業が投資先として相
応しいか､あるいは信用できる企業かを判断する
のである｡
一方で､税務会計は､税法 (主に法人税法)の
規定に従って課税所得および税額を計算するため
の会計であり､一般に公正妥当と認められる会計
処理の基準としての会計の一分野であるといわれ
ている｡具体的には､税務調整 (益金算入､損金
算入､益金不算入､損金不算入)を行うが､これ
は企業会計原則に対する法人税法上の ｢別段の定
め｣が反映されてのことである｡この ｢別段の定
め｣により､企業会計における当期純利益が税務
会計における課税所得へと修正され､課税の公平
に則った税額計算を達成することができるように
なるのである｡
税務会計がなければ､財務報告を目的としてい
る企業会計により算出された当期純利益に基づい
て税額計算を行うこととなり､これは､企業の会
計処理がある程度企業の側で選択できることを考
えれば課税の公平を達成することは著しく困難に
なるといえる｡企業会計と税務会計とは､複式簿
記を計算構造としているという共通点を持ち､ま
た､同じ ｢会計｣という分野であり､両会計とも
制度会計の一類型であるとされている｡したがっ
て､共通点も少なくないが制度の目的が異なるた
め数多くの差異がみられる｡また､目的の違いに
よって､企業利益と課税所得も異なる金額となっ
てくるのである｡これは､企業利益の計算要素で
ある収益･費用と課税所得の計算要素である益金･
損金との間に取扱いの違いが生じるために起こる
ものである｡企業会計と税務会計の制度差異の概
要を示せば､図表1のとおりである｡
現在では､企業会計と税務会計の制度差異によ
り様々な問題点が生じていることから､本論文
テーマについての研究は､今後の企業会計制度お
よび税制の健全化 ･効率化に大いに役立つことが
期待される｡
本論文の構成は､第一部では､｢企業会計と税
務会計の構造｣としてそれぞれの会計構造を明ら
かにした｡続いて第二部では､｢確定決算主義の
246 神奈川大学大学院経営学研究科 『研究年報』第14号 2010年3月
会計的効果｣として企業会計および税務会計の具
体的な関係を分析し､確定決算主義において最大
の問題点であるといえる税法の企業会計への干渉
について考察した｡ここでは､確定決算主義はど
のように形成され発展したのか､その特徴や問題
点は何かなどについて明らかにされなければなら
ない｡
第三部では､企業会計と税務会計とではその開
示の目的や方法も異なることから､両者の開示様
式の差異についても考察している｡すなわち､財
務諸表作成の目的や方法などについて明らかにす
るとともに､税務申告書についてその意義や作成
方法などについて考察した｡そして､わが国では
採用されていない独立計算主義について考察の範
囲を拡張し､検討を加えてある｡すなわち､確定
決算主義に代わる方法であると考えられる独立計
算主義の開発可能性を探り､これを採用した場合
にはわが国の企業会計制度および税制にどのよう
な影響を与えるのかについて考察を加えた｡
わが国の現状の問題点を解決するためには､確
定決算主義と独立計算主義について両者の比較を
通してそれぞれの利点 ･欠点を明確にし､わが国
においてどの考えに基づいた処理方法が適切なの
かという点について研究することが必要となる｡
本論文でこの点について検討した結果､アメリカ
などと同様にわが国においても独立計算主義の採
用を積極的に議論することが期待されるという結
論に至った｡なぜならば､企業会計制度が国際化
を進めているのに対して､税法はその国の独自性
を保ったままとなることが予想される｡この状況
においては､企業会計と税務会計を切り離して処
理を行った方が問題点が少なくなると考えられる
ためである｡
<図表1 制度差異の概要>
企業会計 税務会計
対 象 企 業 企 業
目 的 財務報告など 課税所得の計算､納税'
計算過程 収益 - 費用 - 利益 益金 - 損金 - 所得
基準 .規制 企業会計原則､会社法 法人税法
(出所)著者作成｡
